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はじめに

「マンション管理士」は、マンションにかかわる専門的知識をもって、管理組合の運

営や建物の構造上の技術的問題等、マンションの管理に関して、管理組合の管理者等ま

たはマンションの区分所有者等の相談に応じ、助言・指導・援助を行うことを業務とし

ます。

これに対し、「管理業務主任者」は、管理の前提となる管理受託契約の重要事項の説

明から、受託した管理業務の処理状況のチェックやその報告まで、マンション管理のマ

ネジメント業務を担うものです。マンション管理業者は、事務所ごとに３０組合につき

１名以上の専任の管理業務主任者を設置するという義務づけがされています。

つまり、「マンション管理士」は管理組合側において、「管理業務主任者」は管理業者

側において、それぞれ管理の適正化を図るという立場上の違いがあり、本試験実施機関

も別々になりますが、マンション管理運営というしくみの中では、共通して使う知識が

たくさんあります。実際、両資格の本試験出題内容は、かなり重なっています。

そこで、ＴＡＣ刊の本シリーズは、両資格の本試験出題内容とされる共通分野を中心

として、合格に必要な知識を要領よくまとめています。

本シリーズを“基本”として、ぜひ合格を勝ち取られ、多くの方々がマンション管理

運営においてご活躍されることを願ってやみません。

２０１７年３月

ＴＡＣマンション管理士・管理業務主任者講座

本書は、２０１７年２月現在の施行法令（４月１日までに施行予定の法令を含む）

に基づいて執筆されています。「試験情報」「法律改正情報」は、

本書投げ込みのハガキでご請求ください。
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q マンション管理士になるには

平成２８年度の第１６回マンション管理士試験は、受験申込者数が１６,００６人、受験者数が

１３,７３７人（受験率８５.８％）であり、受験者数は引き続きゆるやかな減少傾向にあります。

問題全体の難易度は、全体的に昨年度（平成２７年度）より難しい論点が増えたものの、

長文は少なく、素直で解きやすい問題も見られました。

マンション管理士になるには、国土交通大臣等の実施するマンション管理士試験に合
格し、マンション管理士として登録することが必要です。

１．マンション管理士試験の内容

２．試験実施時期a平成２８年度は１１月２７日（日）

３．受験料a９,４００円（平成２８年度）

iv

試験項目
マンションの管理に
関する法令および実
務に関すること

管理組合の運営の円
滑化に関すること

マンションの建物およ
び附属施設の構造およ
び設備に関すること
マンションの管理の
適正化の推進に関す
る法律に関すること

管理組合の組織と運営（集会の運営など）、
管理組合の苦情対応と対策、管理組合の
訴訟と裁判判例、管理組合の会計など
マンションの構造設備、長期修繕計画、
建物設備の診断、大規模修繕　など

マンションの管理の適正化の推進に関
する法律、マンション管理適正化指針
など

民法（取引、契約等マンション管理に
関するもの）、建物の区分所有等に関す
る法律、被災区分所有建物の再建等に
関する特別措置法、マンションの建替
えの円滑化等に関する法律
マンション
の管理に関
するその他
の法律など

標準管理規約、標準管理委
託契約書、不動産登記法、
借地借家法、住宅の品質確
保の促進等に関する法律

管理委託契約
書・規約・会
計・その他関連
知識

都市計画法、建築基準法、
消防法、建築物の耐震改修
の促進に関する法律、被災
市街地復興特別措置法など

管理委託契約書・
規約・会計・その
他関連知識
マンションの維持・
保全等、マンション
管理適正化法
管理委託契約書・
規約・会計・その
他関連知識

（１）

（２）

（３）

（４）

試験内容 本書での呼称
民法・区分所有
法等

マンションの維
持・保全等、マ
ンション管理適
正化法
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w 管理業務主任者になるには

平成２８年度の第１６回管理業務主任者試験は、受験申込者数が２０,２５４人、受験者数が

１６,９５２人（受験率８３.７％）であり、受験者数は昨年度と比較すると、ほんの少し減少し

ました。問題全体の難易度は、基本問題が多く、昨年度（平成２７年度）と比較すると、ひ

っかけ問題や個数を答える問題が減り、解きやすかったようです。

管理業務主任者となるには、管理業務主任者試験に合格し、管理業務主任者として登
録し、管理業務主任者証の交付を受けることが必要です。

１．管理業務主任者試験の内容

２．試験実施時期a平成２８年度は１２月４日（日）
３．受験料a８,９００円（平成２８年度）

v

試験項目
管理事務の委託契約
に関すること

管理組合の会計の収入
および支出の調定なら
びに出納に関すること
建物および附属施設
の維持および修繕に
関する企画または実
施の調整に関するこ
と

マンションの管理の
適正化の推進に関す
る法律に関すること
（１）から（４）に掲げる
もののほか、管理事務
の実施に関すること

マンションの管理の適正化の推進に関
する法律、マンション管理適正化指針
など
建物の区分所有等に関する法律、集会に関するこ
と等管理事務の実施を行うにつき必要なもの など

民法（「契約」および契約の特別な類型として
の「委託契約」を締結する観点から必要なもの）

簿記、財務諸表論　など

建築物の構造および概要、建築物に使
用されている主な材料の概要、建築物
の部位の名称など、建築設備の概要、
建築物の維持保全に関する知識および
その関係法令（建築基準法、水道法など）、
建築物等の劣化、修繕工事の内容およ
びその実施の手続きに関する事項 など

マンションの維
持・保全等、マ
ンション管理適
正化法

管理委託契約書・
規約・会計・その
他関連知識
民法・区分所有
法等

標準管理規約 管理委託契約書・
規約・会計・その
他関連知識

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

試験内容 本書での呼称
民法・区分所有
法等

標準管理委託契約書　など 管理委託契約書・
規約・会計・その
他関連知識
管理委託契約書・
規約・会計・その
他関連知識



❉ 本書の構成 ❉

本テキストは各節ごとにＩｎｔｒｏｄｕｃｔｉｏｎを設け、その節で何を学習するのかを把握し

たうえで、本文に入っていく構成になっています。また、重要語句はゴシック体（太字）

で、特に重要な語句は色ゴシック体で表記していますので、メリハリのきいた学習が可

能です。
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これから学習する内容が明示されています。ここで何を学ぶのか、何に重点をおいて

学習したらよいのかを自分ではっきりと確認して取り組んでください。

各節の見出しに、両資格の重要度が示してありますので、学習する際の目安にしてく

ださい。マンション管理士を●マ、管理業務主任者を●主と表記しています。

a特別に最重要論点。毎年のように出題の対象となりますので、絶対にマス
ターしてください。

a重要論点。ここはしっかりおさえておいてください。

a比較的重要論点。合格ラインをクリアするためには理解しておくべき論点
です。

a 重要度はそれほど高くありませんが、時間が許せば目を通しておきたい論
点です。

なお、学習を進めるうえで、特に重要な論点となる箇所は、 のように黒い

“アミ”がかかっています。

Introduction❖ ❖

特A

A
B

C

●マ B ●主 特A重要度



本文の内容についての補足説明です。より細かな知識に触れています。特に重要な箇

所は、赤いアミがかかっています。

わかりづらい箇所は「事例」を使って具体的に解説してありますので、無理なく理解

することができます。

出題頻度は低いのですが、知識の幅を広げたい方はぜひ一読してみてください。

各節の重要ポイントをまとめてあります。知識の再確認に使用してください。

質問カード
本書を利用して学習していく上で、疑問点、理解不能な点がでてきましたら、「質問

カード」をご利用ください。詳細は、巻末の「質問カード・利用の方法」をご覧ください。
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第　　　節

q 不動産登記法の目的

不動産登記法は、不動産の表示および不動産に関する権利を公示するための登記に関

する制度について定めることにより、国民の権利の保全を図り、もって取引の安全と円

滑に資することを目的とする（不動産登記法１条）。

w 登記のしくみ

１．登記記録

登記は、登記官が登記簿に登記事項を記録することによって行う（１１条）。この記録

のことを、「登記記録」といい（２条６号）、これは、表示に関する登記または権利に関

する登記について、一筆の土地または１個の建物ごとに作成される。登記記録とは、

「電磁的記録（電子的・磁気的方法その他、人の知覚によっては認識することができな

い方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。

つまり、コンピュータのハードディスク等に記録されたデータ）」のことをいう（２条

５号）。

２．登記記録の構成

登記記録は、次のように「表題部」および「権利部」に区分して作成される（１２条）。

登記簿等のしくみ第　　　節1
Introduction❖ ❖

民法の規定によれば、土地や建物の売買などの不動産に関する権利の変動

は、原則として、登記をしなければ第三者に対抗することができないことに

なっている（１７７条）。この不動産の権利に関する対抗要件である登記につ

いて、具体的な手続を定めたものが、不動産登記法である。

この節では、登記のしくみ等について学習する。

●マ B ●主 B重要度
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第１節　登記簿等のしくみ

（１）表題部

登記記録のうち、不動産の表示（土地・建物の所在地等）に関する登記である表示

に関する登記が記録される部分をいう（２条７号）。

なお、表示に関する登記のうち、その不動産について表題部に最初にされる登記の

ことを、表題登記という（２条２０号）。

（２）権利部

登記記録のうち、不動産についての権利に関する登記である権利に関する登記が記

録される部分をいう（２条８号）。権利部はさらに甲区と乙区に区分される。

①　甲区 a 所有権に関する登記

②　乙区 a 所有権以外の権利（地上権、抵当権、賃借権、質権、先取特権、地

役権等）に関する登記

３．順位番号と受付番号

登記した権利の優劣は、原則としてその登記の前後による（４条１項）。その登記の

前後は、登記に番号が記録されているので、それで判断できる。

（１）順位番号

甲区、乙区にそれぞれ独立に順位番号が記録されており、同区間の優劣は順位番号

で決まる（規則２条１項）。

【登記記録の構成】 
　１個の建物　 
　一筆の土地 
 
　区分所有建物 
　（マンション等） 

権利部 
甲区 乙区 

表題部 ＋ 

専有部分の権利部 
甲区 乙区 

一棟全体の 
表題部 

＋ 
専有部分の 
表題部 

＋ 
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第１章　不動産登記法

（２）受付番号

受付番号は、各登記所で登記を受け付けた順につけていく番号である。つまり、甲

区・乙区の区分にかかわらず受付順にふっていく通し番号と考えてよい。したがって、

この受付番号によって、別区間の登記の優劣が判断できる（規則２条１項）。

４．登記簿・その公開

登記簿とは、登記記録が記録される帳簿であって、磁気ディスク等をもって調製され

たものをいう（２条９号）。この登記簿は、登記所において、次のように公開されてい

る。

① 何人も、登記官に対し、手数料を納付して、登記記録に記録されている事項の

全部または一部を証明した「登記事項証明書」の交付を請求できる（１１９条１項）。

交付年月日・登記官の認証文の記載があり、送付（郵送）方法により交付も請求

できる。

② 何人も、登記官に対し、手数料を納付して、登記記録に記録されている事項の概

要を記載した「登記事項要約書」の交付を請求できる（１１９条２項）。交付年月

日・登記官の認証文の記載はなく、送付方法により交付を請求できない。

５．図面・それらの公開

（１）図　面

登記所には、登記簿以外にも、次のような図面が備え付けられている（１４条１項）。

これらは、電磁的記録に記録できる（同６項）。

①　地　図

一筆または二筆以上の土地ごとに作成し、各土地の区画を明確にし、地番を表示

する（１４条２項）。

②　建物所在図

１個または２個以上の建物ごとに作成し、各建物の位置および家屋番号を表示す

る（１４条３項）。
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第１節　登記簿等のしくみ

③　地図に準ずる図面

登記所には、地図が備え付けられるまでの間、これに代えて、備え付けることが

できる（１４条４項）。この図面は、一筆または二筆以上の土地ごとに土地の位置、

形状および地番を表示するものとする（同５項）。

（２）図面の公開

次の方法により、写しの交付等を請求できる（１２０条）。

① 何人も、登記官に対し、手数料を納付して、これらの全部または一部の写しの

交付を請求できる（１２０条１項）。

② 何人も、登記官に対し、手数料を納付して、これらの閲覧を請求することがで

きる（１２０条２項）。

e 登記機関

１．登記所

登記の事務は、不動産の所在地を管轄する登記所がつかさどる（６条１項）。登記所

とは、国の行政機関であり、不動産の所在地を管轄する法務局、地方法務局、これらの

支局または出張所のことをいう。

２．登記官

登記所における事務は、登記官が取り扱う（９条）。登記官とは、公務員であって、

登記所に勤務する法務事務官のうちから、法務局または地方法務局の長が指定する者を

いう。



8

第１章　不動産登記法

r 登記することができる権利・その順位

１．登記することができる権利

登記は、不動産の表示または不動産についての所有権・地上権・永小作権・地役権・

先取特権・質権・抵当権・賃借権等の権利の保存等（保存・設定・移転・変更・処分の

制限または消滅）についてする（３条）。この中でも、変更登記は、次のように分類で

きる。

①　変更登記（狭義）

登記事項に変更（後発的原因）があった場合に、その登記事項を変更する登記を

いう（２条１５号）。

②　更正登記

登記事項に、当初から錯誤または遺漏（原始的原因）があった場合に、その登記

事項を訂正する登記をいう（２条１６号）。

２．権利の順位

① 同一の不動産について登記した権利の順位は、法令に別段の定めがある場合を

除き、登記の前後による（４条１項）。

② 付記登記の順位は、主登記の順位により、同一の主登記に係る付記登記の順位

は、その前後による（４条２項）。付記登記とは、すでに「主登記」としてなさ

れた権利に関する登記についてする登記であって、その「主登記」としてなされ

た権利に関する登記を変更・更正し、または所有権以外の権利にあってはこれを

移転、もしくはこれを目的とする権利の保存等をするもので、「主登記」と一体

のものとして公示する必要があるものをいう。これに対し、主登記とは、付記登

記の対象となるすでにされた権利に関する登記をいう。
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第１節　登記簿等のしくみ

【資料①】土地の表示

表題部（土地の表示） 調　　製 不動産番号 

平成○年○月○日××× 
〔平成○年○月○日〕 

原因及びその日付　〔登記の日付〕 

所有者　○○○　吉田太郎 

所　　在 
①地番 ②地目 

○×□ 
③地積　 ㎡ 

１番 宅　地 ○○○ ○○ 

余白 

地図番号 筆界特定 余白 余白 

余白 

【資料②】建物の表示

＊　下線は抹消事項であることを示している。以下同様。

表題部（主である建物の表示） 調製 不動産番号 

平成○年○月○日新築 
〔平成○年○月○日〕 

 
〔平成○年○月○日〕 

原因及びその日付　〔登記の日付〕 

原因及びその日付　〔登記の日付〕 
表題部（付属建物の表示） 
符号 ①種類 

○×□１番地 
１番 

所　　　在 
家屋番号  
①種類 ②構造 

居　　宅 
鉄筋コンクリート造 
陸屋根４階建 

鉄筋スレート葺 
２階建 

物置 

③床面積　 ㎡ 

②構造 ③床面積　 ㎡ 

１階　○○○ 
２階　○○○ 
３階　○○○ 
４階　○○○ 

１階　　○○ 
２階　　○○ 

○○ 
○○ 
○○ 
○○ 

○○ 
○○ 

所在図番号 
余白 

余白 

余白 

【資料③】土地権利部（甲区）

権利部（甲区）（所有権に関する事項） 

１番所有権登記 
名義人住所変更 

所有権保存 

所有権移転 

平成○年○月○日 
第○○号 

平成○年○月○日 
第○○号 

平成○年○月○日 
第○○号 

原因　　平成○年○月○日住所変更 
住所　　○×× 

所有者　○○○ 
　　　　吉田太郎 

原因　　平成○年○月○日売買 
所有者　△△△ 
　　　　吉田花子 

順位番号 

１
 
 

付記１号 

 
２ 

登記の目的 受付年月日・受付番号 権利者その他の事項 
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【資料④】土地権利部（乙区）

権利部（乙区）（所有権以外の権利に関する事項） 
順位番号 

１ 

２ 

３ 

登記の目的 
抵当権設定 平成○年○月○日 

第○○号 
原因　　　平成○年○月○日金銭消費貸借 
　　　　　同日設定 
債権額　　金○ 
利息　　　年○％ 
債務者　　○○○ 
　　　　　吉田太郎 
抵当権者　××× 
　　　　　▲銀行株式会社 

地上権設定 平成○年○月○日 
第○○号 

１番抵当権 
抹消 

平成○年○月○日 
第○○号 

原因　　　平成○年○月○日弁済 

原因　　　平成○年○月○日設定 
目的　　　鉄筋コンクリート造建物所有 
存続期間　○年 
地代　　　○円 
支払期　　毎年○月○日 
地上権者　△△△ 
　　　　　Ａ 

受付年月日・受付番号 権利者その他の事項 

理整 登記記録の構成

不動産登記
不動産の物理的現況 表題部

権利部不動産の権利関係
所有権

所有権以外
権利に関する登記

表示に関する登記
甲区

乙区
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第　　　節2

【登記手続の原則と例外】

１．申請主義

（１）権利に関する登記

法令に別段の定めがある場合を除き、当事者の申請または官庁もしくは公署の嘱託

がなければすることができない（１６条１項）。登記手続は、当事者の意思に委ねれば

よいからである。つまり、物権変動が生じても申請義務はない。

なお、登記官は、登記の申請があった場合において、申請人となるべき者以外の者

が申請していると疑うに足りる相当な理由があると認めるときは、その申請を却下す

べき場合を除き、申請人またはその代理人等に対し、出頭を求め、質問をし、または

文書の提示その他必要な情報の提供を求める方法により、その申請人の申請の権限の

有無を調査しなければならない（２４条１項）。

（２）表示に関する登記

登記官は、職権で行うことができる（２８条）。なぜなら、不動産の物理的現況を客

観的に把握するという機能を有しているからである。

また、表示に関する登記には、次のように、所有者等に申請義務がある。

① 新築した建物または区分建物以外の表題登記がない建物の所有権を取得した者

a その所有権取得の日から１ヵ月以内に、建物の表題登記を申請しなければ

ならない（４７条１項）。

登記の手続

Introduction❖ ❖

この節では、登記はどのようにして行うのか、登記に必要な情報はどのよ

うなものかについて学習する。

●マ C ●主 B重要度
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② 土地・建物が滅失したときの表題部所有者または所有権の登記名義人

a その滅失の日から１ヵ月以内に、その土地・建物の滅失の登記を申請しな

ければならない（４２条、５７条）。

これらを怠ると１０万円以下の過料に処せられる（１６４条）。

２．登記申請の方法

（１）申請情報の提供（１８条）

登記の申請は、次の方法のいずれかにより、申請情報※を登記所に提供してしなけ

ればならない。

① 電子情報処理組織を使用する方法（オンライン申請）

② 申請情報を記載した書面（磁気ディスクを含む）を提出する方法（書面申請）
※　申請情報とは

（ア）不動産を識別するために必要な事項

（イ）申請人の氏名または名称

（ウ）登記の目的

（エ）その他の登記申請に必要な事項

（２）共同申請主義

①　原　則

権利に関する登記の申請は、法令に別段の定めがある場合を除き、登記権利者お

よび登記義務者が共同してしなければならない（６０条）。

（ア）登記権利者とは

a 権利に関する登記をすることにより、登記上、直接に利益を受ける者

をいう。

【例】売買を原因とする所有権移転登記の申請では、「買主」のこと。

（イ）登記義務者とは

a 権利に関する登記をすることにより、登記上、直接に不利益を受ける

者をいう。

【例】売買を原因とする所有権移転登記の申請では、「売主」のこと。
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②　例　外

次の場合は、単独で登記を申請することができる。

・所有権保存の登記（７４条）

・相続による登記（６３条２項）

・登記手続を命じる確定判決（給付判決）による登記（６３条１項）

・登記名義人の氏名等の変更・更正の登記（６４条）

・仮登記義務者の承諾書を添付してなす仮登記の申請（１０７条１項）等

（３）登記申請の方法

登記の申請は、表示に関する登記であっても権利に関する登記であっても、必ずし

も登記所に出頭して行う必要はない。

つまり、書面申請による場合でも、この当事者は、「登記所に出頭して行う」こと

もできるし、「申請情報等を記載した書面を郵送して行う」こともできる。

３．登記申請に必要となる情報

登記の申請は、次のような（１）～（４）の一定の情報を登記所に提供してしなければな

らない。

（１）申請情報（１８条）

前述２．（１）のとおりである。

（２）登記原因証明情報（６１条）

権利に関する登記を申請する場合には、申請人は、原則として、その申請情報と

併せて、登記原因証明情報を提供しなければならない。

これは、主に登記原因の真実性を確保するために必要とされるものであるので、

原則として、すべての権利に関する登記において、その提供が必要となる。
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（３）登記識別情報

①　登記識別情報※の提供（２２条）

登記権利者および登記義務者が共同して権利に関する登記の申請をする場合等

には、申請人は、原則として、その申請情報と併せて登記義務者の登記識別情報

を提供しなければならない。つまり、登記により不利益を受ける登記義務者の本

人確認をする手段として、これを提供することが求められている。

※ 登記識別情報：登記事項および登記名義人ごとに作成される、一定の符号その他の情報の

こと。

②　事前通知等（２３条）

登記識別情報は、滅失・亡失等の事情がある場合でも、再通知（再発行）される

ことはない。したがって、登記申請にあたり、登記義務者の登記識別情報を提供す

ることができない場合には、登記識別情報に代わる本人確認の手段が必要となる。

そこで、次のような制度が存在する。

（ア）登記官による事前通知制度

登記官は、申請人が共同して登記申請をする場合において、登記識別情報を

提供できないときは、登記義務者に対し、「登記申請があった旨」、「その申請

の内容が真実であると思料するときは一定の期間内にその旨の申出をすべき

旨」を通知しなければならない。この場合、登記官は、申出期間内に申出がな

い限り、その申請に係る登記できない（同１項）。

さらに、登記官は、登記識別情報を提供できない登記申請が、所有権に関す

る登記である場合、登記義務者の住所について変更の登記がされているときは、

原則として、事前通知制度に加えて、その登記義務者の登記記録上の前の住所

にあてて、その登記申請があった旨を通知しなければならない（同２項）。な

ぜなら、登記名義人以外の者が登記義務者になりすまして、登記申請をしてい

ることも考えられるからである。
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（イ）資格者代理人による本人確認制度

登記識別情報を提供することができない登記申請が、登記の申請の代理を業

とすることができる代理人（司法書士、土地家屋調査士、弁護士）によってさ

れた場合であって、登記官がその代理人からその申請人が登記義務者であるこ

とを確認するために必要な情報の提供を受け、かつ、その内容を相当と認める

ときは、登記義務者への事前通知をする必要はない（同４項１号）。

（４）その他の政令で定められる添付情報（２６条）

その他、登記申請の手続に関し必要な事項は、政令で定められている。

４．申請の受付・却下の手続

（１）申請の受付（１９条）

① 登記官は、申請情報が登記所に提供されたときは、その申請情報に係る登記の

申請の受付をしなければならない（同１項）。

② 同一の不動産に関し２以上の申請がされた場合において、その前後が明らかで

ないときは、これらの申請は、同時にされたものとみなされる（同２項）。

（２）申請の却下（２５条）

登記官は、主に次の却下事由に該当する場合には、理由を付した決定で、登記の申

請を却下しなければならない。

① 申請に係る不動産の所在地がその申請を受けた登記所の管轄に属しない場合

② 申請が登記事項以外の事項の登記を目的とする等

ただし、その申請の不備が補正することができるものである場合において、登記官

が定めた相当の期間（補正期間）内に、申請人がこれを補正したときは、登記の申請

は却下されない（同ただし書）。

もちろん、その申請が却下事由に該当しなければ、登記官は、その申請に係る登記

事項を登記簿へ記録することになる。
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５．登記の完了

登記官は、その登記をすることによって申請人自らが登記名義人となる場合、その登

記が完了したときは、速やかに、その申請人に対し、原則として、その登記に係る登記

識別情報を通知しなければならない（２１条）。この登記識別情報とは、登記名義人が登

記所より通知を受け、その者しか知りえない重要な情報であるので、その所持人が真正

な登記名義人であることの証明として機能することになる。

ただし、その申請人があらかじめ登記識別情報の通知を希望しない旨の申出をした場

合等には、この通知は行われない（同ただし書）。つまり、登記識別情報は、重要な情

報であるが、これを忘れてしまったり、他人に読み取られたりすることも考えられるの

で、通知を受けるべき登記名義人が、あらかじめ登記所に申出をすることによって、登

記識別情報の通知を希望しないことも選択できるようにしている。
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